
対象とする地区の土地利用状況の違いなどにより、次の３つのタイプを定めています。

①地区面積が１ha以上であること。(平成21年4月1日施行) 
②平均敷地面積（Ｓ）が３００㎡以下であること。ただし、平 
   均敷地面積（Ｓ）が１００㎡超３００㎡以下のとき、平均敷 
   地面積（Ｓ）及び容積充足率※４（Ｖ）が下式を満たすこと。 
   Ｖ≦８０－Ｓ/１０※５ 

③低層住居専用地域※６でないこと（原則） 

１. 小規模再開発型 
(細分化された敷地の統合や細街路の付替え等を行うことにより、
市街地の再編整備を行うもの） 

２. 低未利用地活用型 
(一定規模の低未利用地と周辺市街地との一体的な開発を行うことにより、市街地の再編整備を行うもの） 

①地区面積が０.５haを超えること（原則）。 
②核となる低未利用地の面積が１,０００㎡を超えていること。 

３. 駅周辺機能更新型(平成31年4月12日施行) 

(主要な駅周辺の業務・商業地等において老朽建築物の建替え又は敷地の統合等を行うことにより、市街
地の再編整備を行うもの） 

①「都市開発諸制度活用方針」に定める拠点地区などの業務・商業地であること。 
②地区面積が１ha以上であること。 

低層住宅の良好な住居の環境を保護するために定める地域（都市計画法第９条第１項に定める第一種低層住居専用地域、同法
同条第２項に定める第二種低層住居専用地域、及び同法同条第８項に定める田園住居地域）で、住宅と小規模な店舗等が建て
られる地域。 


